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10

11
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㈱東北急行 中村　誠 中村武夫4

代表者
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支部 代表者名店・社名
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支部 代表者名店・社名
いわき ダイセーロジスティクス㈱いわきハブセンター 鈴木勇喜

郵便番号
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車両台数住　所
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964-0111
二本松市太田字若宮２５－８

郵便番号
住所
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高速道路の路肩駐車車両への追突事故防止のための取組みの徹底について高速道路の路肩駐車車両への追突事故防止のための取組みの徹底について高速道路の路肩駐車車両への追突事故防止のための取組みの徹底について国 交 省国 交 省

　８月25日、徳島県鳴門市の徳島自動車道で発生した、大型トラックが故障により停車していた貸
切バスに追突し、死者及び多数の重軽傷者が出た重大事故を受け、国土交通省自動車局安全政策課長
より通達が発出され、再発防止策として下記のとおり、「高速道路の路肩駐車車両への追突事故防止
のために運転者が特に注意すべき事項」について改めて指導を徹底するよう要請がありました。
　つきましては、会員事業所におかれましても、事業用トラックが関係する重大事故の根絶を目指
すため、運転者に対する日々の指導をより強化し、輸送の安全に万全を期していただくようお願い
申し上げます。

≪高速道路の路肩駐車車両への追突事故防止のために　　
　　　　　　　　　　運転者が特に注意すべき事項≫　　　　

１　前方の交通状況に対する注意
高速道路においては、運転が単調になりがちであり、長時間運転を行った場合などに
は、前方の交通状況への注意が続かず、漫然運転や居眠り運転、脇見運転等（以下「漫然
運転等」という。）の状態になりやすい一方で、走行時の速度が高いことから、漫然運転
等の結果としてブレーキのタイミングの遅れによる追突事故を起こした場合には、甚大な
被害が発生する可能性が高いこと。
したがって、運転者は、睡眠不足や長時間の連続運転等による疲労により、漫然運転等
を起こすことのないよう、平素から体調管理に努めるとともに、早めの休憩を取るよう心
掛けること。

 ２　高速道路の路肩等での駐車に対する注意
⑴　駐車の危険性
　1で示したとおり、高速道路の路肩等に駐車した場合には、後続車から追突されるお
それがあり、また、走行時の速度が高いことから、追突された場合に甚大な被害を受け
るおそれがあること。なお、高速道路での駐停車は、故障等のやむを得ない場合におい
て、十分な幅員の路肩等がある場合を除き、法律で禁止されていること。
⑵　万が一駐車する場合の対応
　万が一車両故障等によりやむを得ず高速道路の路肩等に駐車する場合は、確実に次の
措置をとること。
①できるだけ十分な幅員のある路肩の端に寄せて停車させ、ハザードランプを点滅させる。
②まず、後続車に知らせるための停止表示器材や発煙筒を故障車両の後方の十分離れた
位置に設置する。（非常時に備え、停止表示器材は、取り出しやすい場所に備えてお
く。）
③後続車の全てが駐車車両に気付くとは限らないため、原則として、乗客等同乗者をガ
ードレールの外側（万が一停止車両への追突事故が発生した再に巻き込まれないよ
う、車両の後方）など、車外の安全な場所に避難させる。降車の際は車両が通行しな
い側から行う（助手席ドア、バスの乗降ドアなどから）。
④携帯電話を用いて110番・道路緊急ダイヤル（♯9910）に、あるいは高速道路上に設置
された非常電話により状況を知らせるとともに対応を相談、依頼する。
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国 自 貨 第 5 9 号
平成 29 年８月４日

自動車局貨物課長

一般貨物自動車運送事業等における運賃及び料金について

　一般貨物自動車運送事業（宅配便、引越輸送及び霊柩運送を除く。）及び特定貨物自動
車運送事業並びに貨物軽自動車運送事業（以下「貨物運送事業」という。）における運賃
及び料金の届出については、「貨物自動車運送事業報告規則に基づく運賃及び料金届出書
の取扱要領について」（平成 15 年２月 14 日付け国自貨第 85 号）に基づき取扱ってきた
ところですが、今般、取引条件の適正化の必要性の高まりを受けて、貨物運送事業におけ
る運賃及び料金の定義を下記のとおり定めたので、了知願います。

記

１．運賃
　貨物運送事業における「運賃」とは、貨物の場所的移動に対する対価をいう。なお、
貨物の積付けであって、シート、ロープなど通常貨物運送事業を行う者（以下「貨物運
送事業者」という。）が備えている積付用品による作業への対価を含むものとする。

２．料金
　 貨物運送事業における「料金」とは、⑴及び⑵のとおりとする。
　⑴　貨物運送事業者が受託する運送以外の役務に対する対価であって以下①～③に掲げ

るもの。
　　①積込料又は取卸料

　貨物の発地又は着地において、荷送人又は荷受人の依頼により、貨物運送事業者
が行う貨物の車両への積込み又は車両からの取卸し（貨物の積付けであって、シート、
ロープなど通常貨物運送事業者が備えている積付用品による作業を除く。）に対する対
価

　　②待機時間料
　車両が貨物の発地又は着地に到着後、荷送人又は荷受人の責により貨物運送事業
者が待機した時間（荷送人又は荷受人が貨物の積込み若しくは取卸し又は附帯業務を
行う場合における待機した時間を含む。）に対する対価

　　③附帯業務料
　荷送人又は荷受人の依頼により、貨物運送事業者が行う品代金の取立て、荷掛金
の立替え、貨物の荷造り、仕分、保管、検収及び検品、横持ち及び縦持ち、棚入れ、
ラベル貼り、はい作業その他の貨物運送事業に附帯して一定の時間、技能、機器等を
必要とする業務に対する対価

　⑵　深夜・早朝配送等の特別な費用が発生する輸送により増加する費用を賄うために収
受するためのもの。

附　則
　この通達は、平成 29 年 11 月４日から施行する。
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事 　 務 　 連 　 絡

平成 29 年８月９日

東北運輸局自動車交通部貨物課長

標準貨物自動車運送約款等の一部改正に伴う事業者の手続等について

　今般、標準貨物自動車運送約款及び標準貨物軽自動車運送約款（以下「標準運送約款等」

という。）の一部改正に伴い、各事業者が手続を行う必要があるため、別添本省事務連絡

に基づき下記のとおりとりまとめたので了知願います。

記

１．改正告示後の標準運送約款等と同一の運送約款に変更する場合

　 ● 改正告示後の標準運送約款等を営業所に掲示する。

　 ● 運送約款に係る申請手続は不要。

　 ● 改正告示後の標準運送約款等において、「料金」と明確に規定される「待機時間料」、「積

込料・取卸料」、「附帯業務料」について設定する必要があり、これに伴い運賃及び料

金の変更届出を行う（変更後 30 日以内）。

２．改正告示後の標準運送約款等を使用せず、改正前（現行）の標準運送約款等を使用す

る場合（現行の運賃及び料金を変更しない場合）

　 ● 運送約款の変更認可が必要。

　 ● 認可を受けた運送約款を営業所に提示する。

　 ● 運賃及び料金変更届出は不要。

３．現在、認可を受けた運送約款を使用している事業者の場合

　①改正告示後の標準運送約款等に合わせて、料金に係る項目を変更する場合

　　 ● 運送約款の変更認可が必要。

　　 ● 認可を受けた運送約款を営業所に掲示する。

　　 ● 運賃及び料金変更届出が必要。

　②引き続き認可を受けた運送約款を使用する場合

　　 ● 運送約款認可、運賃及び料金変更届出の手続は不要。

≪トラック協会の対応について≫
　上記の標準貨物自動車運送約款改正への対応として、全会員事業所様に対し、10 月中

旬から 11 月上旬を目途に、改正版の標準貨物自動車運送約款を送付いたします。
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　平成29年度物流セミナーは9月27日㈬に郡山市「ホテルハマ
ツ」において開催され、会員事業所、荷主企業など230名が出席
した。
　はじめに右近八郎会長が挨拶し、続いて、来賓あいさつとし
て佐々木 雅幸福島運輸支局長、安田 幸次福島労働局労働基準部
監督課長より祝辞を頂戴した。セミナーは二部制で、第一部で
関係行政からの講演、第二部は経済ジャーナリストの須田 慎一
郎氏の講演会を実施した。

【右近 八郎 会長】 【佐々木 雅之 福島運輸支局長】 【安田 幸次 福島労働局監督課長】

【講師の須田慎一郎 氏】

郡山労働基準監督署
 安田 第2方面主任監督官

【須田講師と常任理事】

【福島運輸支局　及川首席】 【公正取引委員会　藤平取引課長】

郡山市で物流セミナーを開催郡山市で物流セミナーを開催郡山市で物流セミナーを開催適 正 化適 正 化

福島労働局（改善基準のポイント）
福島運輸支局（貨物自動車運送約款改正、荷主勧告制度改正等説明）　
公正取引委員会東北事務所（物流特殊指定と下請法）

第一部

第二部

第一部

演 題　　「どうなる日本！ 日本経済の明日を読む」

講 師　　 経済ジャーナリスト　 須田　慎一郎 氏
 経済紙の記者時代の経験を活かし、各週刊誌での執筆活動を
続けるかたわら、テレビ、ラジオ各局にも出演。様々な人脈か
らの情報に基づき、時事問題等をわかりやすく、時にはユーモ
アを交えながらの講演で、聴講者も熱心に聞き入っていた。

第二部
【  　　　　　　】
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　平成29年度物流セミナーは9月27日㈬に郡山市「ホテルハマ
ツ」において開催され、会員事業所、荷主企業など230名が出席
した。
　はじめに右近八郎会長が挨拶し、続いて、来賓あいさつとし
て佐々木 雅幸福島運輸支局長、安田 幸次福島労働局労働基準部
監督課長より祝辞を頂戴した。セミナーは二部制で、第一部で
関係行政からの講演、第二部は経済ジャーナリストの須田 慎一
郎氏の講演会を実施した。

【右近 八郎 会長】 【佐々木 雅之 福島運輸支局長】 【安田 幸次 福島労働局監督課長】

【講師の須田慎一郎 氏】

郡山労働基準監督署
 安田 第2方面主任監督官

【須田講師と常任理事】

【福島運輸支局　及川首席】 【公正取引委員会　藤平取引課長】

郡山市で物流セミナーを開催郡山市で物流セミナーを開催郡山市で物流セミナーを開催適 正 化適 正 化

福島労働局（改善基準のポイント）
福島運輸支局（貨物自動車運送約款改正、荷主勧告制度改正等説明）　
公正取引委員会東北事務所（物流特殊指定と下請法）

第一部

第二部

第一部

演 題　　「どうなる日本！ 日本経済の明日を読む」

講 師　　 経済ジャーナリスト　 須田　慎一郎 氏
 経済紙の記者時代の経験を活かし、各週刊誌での執筆活動を
続けるかたわら、テレビ、ラジオ各局にも出演。様々な人脈か
らの情報に基づき、時事問題等をわかりやすく、時にはユーモ
アを交えながらの講演で、聴講者も熱心に聞き入っていた。

第二部
【  　　　　　　】

県 ト 協県 ト 協

　本年度の第１回広報・ＩＴ委員会が、９月４日㈪に委員６名のほかオブザーバー２名が出席し、
郡山市の県中研修センターにおいて行われた。
　西條久義委員長のあいさつに続き、議事として、「平成29年度の広報・ＩＴ各種事業の概要」を
はじめ、「広報ＰＲに関する事業」、「人材確保ＰＲ事業」及び「ＩＴ支援に関する事業」等が取
り上げられ、各委員による活発な協議が行われた。なお、広報・ＩＴ委員会は今年度中に３回計画
しており、次回は11月９日に開催予定となっている。

平成29年度広報・ＩＴ委員会について平成29年度広報・ＩＴ委員会について平成29年度広報・ＩＴ委員会について

県 ト 協県 ト 協

　本年度の第１回交付金運営委員会が、９月22日㈮に委員７名出席し郡山市の県中研修センターに
おいて行われた。
　佐藤信成委員長のあいさつに続き、議事として、「平成29年度の運輸事業振興助成交付金特別会
計（以下「交付金会計」という。）に係る各種事業」や「交付金会計に係る助成事業」等が取り上
げられ、各委員による活発な協議が行われた。なお、交付金運営委員会は今年度中に３回計画して
おり、次回は11月29日に開催予定となっている。

平成29年度交付金運営委員会について平成29年度交付金運営委員会について平成29年度交付金運営委員会について

県 ト 協県 ト 協

　当該セミナーは、人材不足対策の一環として、中小トラック運送事業に対するＩＴ支援を図り、業務の効
率化、輸送品質の向上を推進するため、事業者の導入支援希望の高いＩＴ機器類を中心とした活用事
例等や物流業界のＩＴ化の最新情勢を紹介する標記セミナーを下記のとおり開催することとなりました。
　つきましては、今後、ＩＴ活用に関心がある方は、是非ご参加いただきますようご案内申し上げます。

記

　１　日　　時　　平成29年11月９日㈭　13:30～15:40 
　２　場　　所　　県トラック協会県中研修センター２F　郡山市喜久田町卸三丁目5
　３　講　　師　　近代経営システム研究所　　代表 森高　弘純 氏
　４　研修内容　　⑴中小トラック事業者のＩＴ活用、⑵ＩＴ導入成功事例
　　　　　　　　　⑶中小トラック事業者のための情報セキュリティ対策
　　　　　　　　　⑷物流業界におけるＩＴ化の最新情勢
　５　申　　込　　下記に記入しFAX（024-558-7731）迄お送りください。（11月１日必着）
　６　募集人員　　80名 
　７　問 合 せ　　県トラック協会業務部（吉田・山本）℡024-558-7755

「平成29年度中小トラック運送事業者のためのＩＴ支援セミナー」の開催「平成29年度中小トラック運送事業者のためのＩＴ支援セミナー」の開催「平成29年度中小トラック運送事業者のためのＩＴ支援セミナー」の開催

「平成29年度中小トラック運送事業者のためのIT支援セミナー」申込み

　○  支 部 名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支部

　○  事業者名　　　　　　　　（　　　　　　　　　　営業所）

　○  出席者名　

申込先 ⇒ FAX ０２４－５５８－７７３１
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　平成29年度の各種助成事業の平成29年9月22日現在の執行状況は下表のとおりとなっています。
　助成事業によっては、助成金申請書の提出期限前であっても、予算額に達した場合は申請しても助成されま
せんので十分注意してください。
　また、「執行状況」については、本表作成時点後の申請状況により変わりますので、助成事業の利用を予定
している方は、早めの申請をされるようにしてください。

平成29年度各種助成事業執行状況平成29年度各種助成事業執行状況平成29年度各種助成事業執行状況県 ト 協県 ト 協

執行状況
（％）

46

51

  7

54

46

34

31

41

  1

64

30
50

16

27

35

31

53

 0

49

19

19

48

42

交
通
安
全
対
策
事
業
費

交
通
公
害
対
策
費

研
修
・
調
査
事
業
費

基
金
運
営
事
業
費

適
正
化

事
業
費

注1）「制度の概要」は、助成制度の概略を記載したもので、詳細は助成要領等で確認してください。
注2）本表は、会員を対象としたもので、Gマーク取得の非会員に対する助成措置は省略してあります。
注3）「執行状況」は、予算額に対する執行率を「％」で表示します。概ね９０％を超えたときは「締切間近」と、また、予算額に達した場合は「終了」と表示します。

区分 助成事業名

１　適性診断

２　睡眠時無呼吸症候群
検査（SAS）

３　脳ドック受診

４　ドライバー研修

５　EMS

６　ドライブレコーダー

７　安全装

８　フォークリフト技能講習
受講料

９　衝突被害軽減ブレーキ
装着車

10　中型・大型免許助成

11　定期健康診断

12　SDカード

13　アイドリングストップ
　　支援機器

14　ポスト新長期

15　エコタイヤ

16　中小企業大学校

17　グリーン経営認証

18　経営診断

19　近代化基金利子補給

20　信用保証料

21　緊急制度資金信用保 
　証

22　緊急制度資金利子助成

23　運行管理者講習

制度の概要
 
運転者適性診断（一般・初任・適齢）の受診料の
助成

睡眠時無呼吸症候群のスクリーニング検査に要する
経費（第一次検査、第二次検査、再検査）の助成

運転手の健康管理のため、脳ドック受診に対する助成

安全運転研修施設にドライバー等を派遣訓練経
費(受講料）に対する助成

EMS機器の導入に要した経費に対する助成

ドライブレコーダーの導入に要した経費に対する助
成

後方視野確認支援装置、側方視野確認支援装
置、呼気吹込み式アルコールインターロック、IT点
呼に使用する携帯型アルコール検知器の導入に
要した経費に対する助成

陸災防の行うフォークリフト運転技能講習の受講
経費

中型車を対象に、衝突被害軽減ブレーキ装着車
の導入に要した経費に対する助成

従業員に準中型免許、中型免許、大型免許、け
ん引免許を指定教習所で取得させた費用に対
する助成

運転手の健康診断に対する助成

運転手のSDカード取得に対する助成

アイドリングストップ支援機器の導入に要した経費
に対する助成

ポスト新長期規制適合車を導入した経費

エコタイヤ（転がり抵抗5％以上低減）を導入装着
に要した経費

中小企業大学校の対象講座の受講料を受講した場合

グリーン経営認証を取得又は更新した際の費用
の一部を助成

経営診断に要した経費の一部に対する助成

物流施設整備資金、車両（ポスト新長期含）、省
エネ機器等購入に要する資金借入に対する利
子補給

信用保証協会の一般保証料に対する助成

県制度資金等の保証料に対する助成

県ト協の保証料助成を受けたものに対する借入利子の助成

運行管理者講習(一般、基礎）の受講料の一部
に対する助成

助成額等
一般診断　2,300円/人
初任診断　2,000円/人
適齢診断　2,000円/人

5,000円/人 

10,000円/人

全ト協主催の一般研修　10,000円/人(上限）
全ト協主催の特別研修
　Gマーク取得事業所　　　 全額　
　その他　　　　　　　　  7割

導入経費の1/2（上限40,000円） 

導入経費の1/2
　運行管理連携　　40,000円　  (20,000円）
　標準型　　　　　20,000円　  (20,000円）
　簡易型　　　   　10,000円　  (10,000円）
※（　）書きの金額は国の補助金を受けた場合

27,000円/台
 

4,000円/人

100,000円/台 

準中型免許　　　　　　　 40,000円/人上限
中型免許（二種は除く）  　　50,000円/人上限
大型免許（二種は除く）　　100,000円/人上限
けん引免許　　　　　　　 50,000円/人上限
中型限定解除　　　　　　30,000円/人上限
準中型限定解除　　　　　20,000円/人上限

1,000円/人・年（上限）

630円/人・年（上限）

電気式の毛布・マット・ベッド　　　 15,000円/枚
エア・温水式ヒーター　　　　      60,000円/基
蓄冷式クーラー（リヤ・三菱）　　    50,000円/基
蓄冷式クーラー（ベッドルームクーラー・デンソー、
ＵＤ）  　　　　　　　　　　　  50,000円/基
車載バッテリー式冷房装置 　      60,000円/基
ジェルマット　　　　　　　　  　 9,000円/枚

小型　新車 　　15,000円
中型　新車 　　30,000円
大型　新車 　　50,000円
※CNG、ハイブリッドトラックについては要綱を参照のこと

1,500円/本
車両数×１/3 (四捨五入)×10本上限

受講料の2/3相当額
 
新規取得　　 100,000円
更新　　　　　50,000円

経営診断費用の1/2　80,000円限度
（Gマーク取得者は　100,000円限度）

近代化基金融資　　　　　利率　 　０．３％
ポスト新長期車　　　　　 　 〃　　　０．３％
低公害車・省エネ関連機器　  〃　　　０．３％

信用保証料の額が
　50,000円まで　全額
　50,000円～ 50,000円に50,000円を超えた額の1/2を加えた額

信用保証料の額が
　100,000円まで　全額
　100,000円～ 100,000円に100,000円を超えた額の1/2を加えた額

支払利子利率の0.8％（3年間） 

一般講習　1,000円/人・年
基礎講習　4,000円/人・年

限度額
 

一人年１回

一人年１回
1会員50人まで

1会員5名まで 

1会員5名まで

1会員15台上限

1会員15台上限 

1会員15台上限

1会員3台上限

1会員50万円上限

車両台数上限

車両台数上限

電気式の毛布・マット・ベ
ッド　　　　　　  30枚
エア・温水式ヒーター
　　　　　　　 　3基
蓄冷式クーラー・車載バ
ッテリー式冷房装置 3基
ジェルマット　　 　30枚

15台 

150本 

1事業者1回/年
（支店、営業所の数にかかわ
らず年度内で1事業者につき
取得・更新のどちらか１回）

近代化基金 １会員 3千5百万
ポスト新長期 １会員 7千万
低公害車等 １会員 3千5百万

上限
年度内　100,000円 

上限
年度内　200,000円

一般講習は選任管理者のみ
基礎講習は車両台数の
10％を上限(端数切上げ）

平成29年9月22日現在
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　平成29年度の各種助成事業の平成29年9月22日現在の執行状況は下表のとおりとなっています。
　助成事業によっては、助成金申請書の提出期限前であっても、予算額に達した場合は申請しても助成されま
せんので十分注意してください。
　また、「執行状況」については、本表作成時点後の申請状況により変わりますので、助成事業の利用を予定
している方は、早めの申請をされるようにしてください。

平成29年度各種助成事業執行状況平成29年度各種助成事業執行状況平成29年度各種助成事業執行状況県 ト 協県 ト 協

執行状況
（％）

46

51

  7

54

46

34

31

41

  1

64

30
50

16

27

35

31

53

 0

49

19

19

48

42

交
通
安
全
対
策
事
業
費

交
通
公
害
対
策
費

研
修
・
調
査
事
業
費

基
金
運
営
事
業
費

適
正
化

事
業
費

注1）「制度の概要」は、助成制度の概略を記載したもので、詳細は助成要領等で確認してください。
注2）本表は、会員を対象としたもので、Gマーク取得の非会員に対する助成措置は省略してあります。
注3）「執行状況」は、予算額に対する執行率を「％」で表示します。概ね９０％を超えたときは「締切間近」と、また、予算額に達した場合は「終了」と表示します。

区分 助成事業名

１　適性診断

２　睡眠時無呼吸症候群
検査（SAS）

３　脳ドック受診

４　ドライバー研修

５　EMS

６　ドライブレコーダー

７　安全装

８　フォークリフト技能講習
受講料

９　衝突被害軽減ブレーキ
装着車

10　中型・大型免許助成

11　定期健康診断

12　SDカード

13　アイドリングストップ
　　支援機器

14　ポスト新長期

15　エコタイヤ

16　中小企業大学校

17　グリーン経営認証

18　経営診断

19　近代化基金利子補給

20　信用保証料

21　緊急制度資金信用保 
　証

22　緊急制度資金利子助成

23　運行管理者講習

制度の概要
 
運転者適性診断（一般・初任・適齢）の受診料の
助成

睡眠時無呼吸症候群のスクリーニング検査に要する
経費（第一次検査、第二次検査、再検査）の助成

運転手の健康管理のため、脳ドック受診に対する助成

安全運転研修施設にドライバー等を派遣訓練経
費(受講料）に対する助成

EMS機器の導入に要した経費に対する助成

ドライブレコーダーの導入に要した経費に対する助
成

後方視野確認支援装置、側方視野確認支援装
置、呼気吹込み式アルコールインターロック、IT点
呼に使用する携帯型アルコール検知器の導入に
要した経費に対する助成

陸災防の行うフォークリフト運転技能講習の受講
経費

中型車を対象に、衝突被害軽減ブレーキ装着車
の導入に要した経費に対する助成

従業員に準中型免許、中型免許、大型免許、け
ん引免許を指定教習所で取得させた費用に対
する助成

運転手の健康診断に対する助成

運転手のSDカード取得に対する助成

アイドリングストップ支援機器の導入に要した経費
に対する助成

ポスト新長期規制適合車を導入した経費

エコタイヤ（転がり抵抗5％以上低減）を導入装着
に要した経費

中小企業大学校の対象講座の受講料を受講した場合

グリーン経営認証を取得又は更新した際の費用
の一部を助成

経営診断に要した経費の一部に対する助成

物流施設整備資金、車両（ポスト新長期含）、省
エネ機器等購入に要する資金借入に対する利
子補給

信用保証協会の一般保証料に対する助成

県制度資金等の保証料に対する助成

県ト協の保証料助成を受けたものに対する借入利子の助成

運行管理者講習(一般、基礎）の受講料の一部
に対する助成

助成額等
一般診断　2,300円/人
初任診断　2,000円/人
適齢診断　2,000円/人

5,000円/人 

10,000円/人

全ト協主催の一般研修　10,000円/人(上限）
全ト協主催の特別研修
　Gマーク取得事業所　　　 全額　
　その他　　　　　　　　  7割

導入経費の1/2（上限40,000円） 

導入経費の1/2
　運行管理連携　　40,000円　  (20,000円）
　標準型　　　　　20,000円　  (20,000円）
　簡易型　　　   　10,000円　  (10,000円）
※（　）書きの金額は国の補助金を受けた場合

27,000円/台
 

4,000円/人

100,000円/台 

準中型免許　　　　　　　 40,000円/人上限
中型免許（二種は除く）  　　50,000円/人上限
大型免許（二種は除く）　　100,000円/人上限
けん引免許　　　　　　　 50,000円/人上限
中型限定解除　　　　　　30,000円/人上限
準中型限定解除　　　　　20,000円/人上限

1,000円/人・年（上限）

630円/人・年（上限）

電気式の毛布・マット・ベッド　　　 15,000円/枚
エア・温水式ヒーター　　　　      60,000円/基
蓄冷式クーラー（リヤ・三菱）　　    50,000円/基
蓄冷式クーラー（ベッドルームクーラー・デンソー、
ＵＤ）  　　　　　　　　　　　  50,000円/基
車載バッテリー式冷房装置 　      60,000円/基
ジェルマット　　　　　　　　  　 9,000円/枚

小型　新車 　　15,000円
中型　新車 　　30,000円
大型　新車 　　50,000円
※CNG、ハイブリッドトラックについては要綱を参照のこと

1,500円/本
車両数×１/3 (四捨五入)×10本上限

受講料の2/3相当額
 
新規取得　　 100,000円
更新　　　　　50,000円

経営診断費用の1/2　80,000円限度
（Gマーク取得者は　100,000円限度）

近代化基金融資　　　　　利率　 　０．３％
ポスト新長期車　　　　　 　 〃　　　０．３％
低公害車・省エネ関連機器　  〃　　　０．３％

信用保証料の額が
　50,000円まで　全額
　50,000円～ 50,000円に50,000円を超えた額の1/2を加えた額

信用保証料の額が
　100,000円まで　全額
　100,000円～ 100,000円に100,000円を超えた額の1/2を加えた額

支払利子利率の0.8％（3年間） 

一般講習　1,000円/人・年
基礎講習　4,000円/人・年

限度額
 

一人年１回

一人年１回
1会員50人まで

1会員5名まで 

1会員5名まで

1会員15台上限

1会員15台上限 

1会員15台上限

1会員3台上限

1会員50万円上限

車両台数上限

車両台数上限

電気式の毛布・マット・ベ
ッド　　　　　　  30枚
エア・温水式ヒーター
　　　　　　　 　3基
蓄冷式クーラー・車載バ
ッテリー式冷房装置 3基
ジェルマット　　 　30枚

15台 

150本 

1事業者1回/年
（支店、営業所の数にかかわ
らず年度内で1事業者につき
取得・更新のどちらか１回）

近代化基金 １会員 3千5百万
ポスト新長期 １会員 7千万
低公害車等 １会員 3千5百万
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8
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『交通労働災害防止担当管理者教育講習』の開催について(ご案内)『交通労働災害防止担当管理者教育講習』の開催について(ご案内)『交通労働災害防止担当管理者教育講習』の開催について(ご案内)陸 災 防陸 災 防

皆さまの事業場では、
交通労働災害防止担当管理者を

選任していますか！

陸上貨物運送事業における
死亡災害の50％は
交通事故です。

皆さまの事業場では、
交通労働災害防止担当管理者を

選任していますか！

陸上貨物運送事業における
死亡災害の58％は
交通事故です。

陸上貨物運送事業における
死亡災害の58％は
交通事故です。

　厚生労働省は、「交通労働災害防止のためのガイドライン」（平成20年４月）を策定し、事
業者の責務、管理体制等について示し、事業者はそれにより交通労働災害防止に努めなければ
ならないとされました。

　具体的には、
１、事業者の責務

　労働者に自動車等の運転を行わせる事業者は、ガイドラインを指針とし、事業場における交通
労働災害防止対策の積極的な推進を図ることにより、交通労働災害防止に努める。
２、交通労働災害防止のため管理体制の構築

　事業者は、交通労働災害防止のため、次の事項を実施しなければなりません。
　交通労働災害防止を担当する管理者の選任、選任された交通労働災害防止を担当する管理者へ
の教育、交通労働災害防止を担当する管理者の職務の明確化、交通労働災害防止を担当する各管
理者との連携。

募集期間：10月１日から11月13日まで

１．日　時　平成29年11月17日㈮13：00～16：50
２．場　所　福島市　福島県トラック協会研修センター
３．対象者　交通労働災害防止担当管理者又は選任予定者で、運行管理者又は補助者、運

行管理者基礎講習を受講された方。

４．講習科目と時間
・事業者の責任と交通労働災害防止担当管理者の役割等（1時間）、交通労働

災害防止管理の進め方(1.5時間)、教育及び運転者認定制度、健康管理、交
通労働災害防止に対する意識の高揚(１時間)　　　　　  計 ３時間30分

５．受講料　陸災防福島県支部(福島県トラック協会)会員は、無料と致します。

６．申　込　受講申込書（ホームページからダウンロード）に所定事項を記入し、運行
管理者資格者証または基礎講習修了者証の写しを添付しお申込み下
さい。

福島市飯坂町平野字若狭小屋32　
陸上貨物運送事業労働災害防止協会　福島県支部

０２４－５５８－９０１１
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０２４－５５８－９０１１

　陸災防福島県支部は、９月21日、トラック協会研修センタ
ーにおいて、労働災害防止に積極的に取り組もうとする県内
各分会より推薦された７事業場を対象として「安全衛生レベ
ルアップ支援事業」の第１回研修会に福島労働局近藤産業安
全専門官を来賓に迎え開催した。開会冒頭、近藤産業安全専
門官より「トラックは、幸せを運んでいます。そこに、事故
は似合わない。是非、荷役災害、交通労働災害ガイドライン
に基づき安全対策を徹底し、５大災害の防止に努めて欲しい。まずは、チェックリストにより、自分
の会社のレベルを把握し、対策をして欲しい。」と挨拶があり、右近支部長より「安全衛生は、ひと
つひとつの積み重ねが大事。それが、会社のイメージＵＰ、業界のイメージＵＰにつながる。７ケ月
と長い研修ですが、是非有意義な研修となるようにして欲しい。」との激励の挨拶がされた。
　今後、陸災防指導員と各事業場の管理者が集合研修と個別指導により、安全衛生管理の進め方、
管理規程の整備、安全衛生計画の作成等、安全衛生水準向上に向け取組んでいく。

「安全衛生レベルアップ支援事業」研修会を開催「安全衛生レベルアップ支援事業」研修会を開催「安全衛生レベルアップ支援事業」研修会を開催陸 災 防陸 災 防

【来賓挨拶：福島労働局 近藤産業安全専門官】

　陸災防本部主催、フォークリフトの運転技術の向上と労働
災害防止を目的とした第32回全国フォークリフト運転競技大
会は、9月24日、埼玉県トラック総合教育センターで開催さ
れ、全国から勝ち抜いた選手52名が出場し、学科、点検、運
転競技の３種目で知識と技能を競いました。 
　福島県支部からは、池田香樹さん④（日本梱包運輸倉庫㈱
いわき営業所）、大沼亨さん�（日本通運㈱福島支店）の２
名が出場し、大変な緊張の中、日頃の力を発揮しベストを尽くし健闘いたしました。

第32回全国フォークリフト運転競技大会第32回全国フォークリフト運転競技大会第32回全国フォークリフト運転競技大会陸 災 防陸 災 防

大沼さん（日本通運福島支店）
全国大会で健闘池田さん（日本梱包運輸倉庫いわき営業所）

技能講習等実施予定技能講習等実施予定技能講習等実施予定陸 災 防陸 災 防
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　平成29年度東北トラック協会連合会事業者大会は9月12日㈫
に岩手県盛岡市「ホテルメトロポリタン盛岡・ニューウィン
グ」において開催され、本県からは18名が参加した。
　事業者大会では「南部美人が世界のSAKEとなるまでの戦
略」と題して、㈱南部美人 代表取締役 久慈 浩佑 氏の記念講
演のほか、青森、秋田、宮城、３県より、人材活用、ドライ
バー確保、社員教育をテーマとした意見発表を行い、最後に
８項目の大会決議案を読み上げ、満場一致で採択した。

・取引環境の改善及び長時間労働の抑制並びに生産性向上を図ろう
・高速道路通行料金の大口・多頻度割引最大50％の恒久化及び割引制度の充実を図ろう
・参入基準の厳格化等規制緩和の見直しを促進しよう
・原価管理に基づく適正運賃を収受しよう
・人材確保対策並びに新技術活用の物流の効率化を推進しよう
・自動車関係諸税の簡素化・軽減を実現しよう
・交通・労災事故の防止及び環境・省エネ対策を推進しよう
・適正化事業の推進による法令遵守を徹底しよう

大 会 決 議（大会スローガン）

岩手県で東北トラック協会連合会事業者大会が開催岩手県で東北トラック協会連合会事業者大会が開催岩手県で東北トラック協会連合会事業者大会が開催東北六県東北六県

　いわき支部は９月28日㈭に、「パレスいわや」において、「労
働災害防止講習会」を開催した。
　この講習は全国的に運送事業による荷台や脚立からの墜落・転
落及び高速道路でのトラックによる追突事故等の労働災害が多発
していることを受け、支部の会員事業者を対象に開催したもの。
　内容は、いわき労働基準監督署担当官による、「労働災害防止
のための取組」、三井住友海上火災保険アドバイザーによる「運

送業における働き方改革について」と題した２講演を行い、いわき支部会員事業所より113事業所
120名が参加した。

労働災害防止講習会を開催労働災害防止講習会を開催労働災害防止講習会を開催支　部支　部

　　青年部会は９月25日㈪に泉崎村「白河の関トラックステーション」において、今年度２回目と
なる役員会を開催した。会議では10月14㈯に開催される「トラックの日」フェスタin2017に関し
て、６月より青年部会主体となり取り組んできた内容の進捗状況の報告及びフェスタ当日の運営等
について活発な協議が行われたほか、10月に岩手県盛岡市で開催される青年部会東北六県ブロック
大会への参加申込状況、年度内に開催される全体研修会（教育研修会）の開催日時及び場所、内容
等についても協議された。

青年部会が役員会を開催青年部会が役員会を開催青年部会が役員会を開催青年部会青年部会
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120名が参加した。

労働災害防止講習会を開催労働災害防止講習会を開催労働災害防止講習会を開催支　部支　部

　　青年部会は９月25日㈪に泉崎村「白河の関トラックステーション」において、今年度２回目と
なる役員会を開催した。会議では10月14㈯に開催される「トラックの日」フェスタin2017に関し
て、６月より青年部会主体となり取り組んできた内容の進捗状況の報告及びフェスタ当日の運営等
について活発な協議が行われたほか、10月に岩手県盛岡市で開催される青年部会東北六県ブロック
大会への参加申込状況、年度内に開催される全体研修会（教育研修会）の開催日時及び場所、内容
等についても協議された。

青年部会が役員会を開催青年部会が役員会を開催青年部会が役員会を開催青年部会青年部会
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